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2007年度の
事 業 計 画

［期間：2007年4月1日～2008年3月31日］



社会の変化や人々のニーズに対応した活動を展
開するために、異質で多様な組織とのネットワーク
の強化とソーシャルキャピタルの形成を目指す。

・ＮＰＯの信頼性の確保と能力の向上を図る

・社会的基盤の整備と強化およびソーシャルキャピ
タルの形成

・ＮＰＯと地縁組織との連携の促進

・行政とＮＰＯの対話と協働の取り組みの開発

・企業とＮＰＯの対話と協働の取り組みの開発

・大学とＮＰＯの連携と協働の促進と取り組みの
開発

・地域のＮＰＯ支援センターとの連携強化（地域の
ＮＰＯの展開と基盤整備）

※関係主体：国、地方自治体、企業、大学、地域、
　ＮＰＯ、ＮＰＯ支援センター等

・社会環境の変化に対応する情報基盤の整備

・調査・研究事業展開のための体制の整備

・プロジェクト事業体制の見直しとボランティア等の
参加の促進

・非常勤スタッフの参加の促進（特別・客員研究員、
研修生、インターン、ボランティア 等）

・諸規定の制定等による組織運営体制の整備（雇
用・就労条件の改善）

・会員拡大努力、基金、会員債による自主財源の
充実

・情報基盤の整備

・調査・研究事業の展開

・会員の拡大

42 Japan NPO Center 2006 ANNUAL REPORT

2007年度事業計画の前提

1. 基本方針の確認
 （市民社会の活性化と社会的課題の解決に向けて）

2. 各主体との連携・協力・
　 協働の促進
  （ネットワークを構成する多様な主体の協調行動を
　 促すプロデューサー組織を目指す）

3. 組織基盤の強化
 （中長期を見据えた事務局体制の強化と
　常勤スタッフの力量形成）

4. 本年度の重点項目の提示
 （求心力のあるプロデューサー組織として）

　社会経済環境が急激に変化する今日、また情報化時代において、日本ＮＰＯセンターが社会に対して「新

しい価値を生み出す組織」として存在するためには、これまでに構築してきた異質で多様な領域、組織とのネ

ットワークを積極的に活用し、市民社会の活性化を図るための戦略的手法が必要である。すなわちＮＰＯ・行

政・企業・地域社会などとのネットワークそのものが持つ力を見直し、それを構成する要素が相互につながり、

社会的課題に対する問題意識と情報を共有し、協調して活動することが求められている。

日本ＮＰＯセンターは2006年11月22日に設立10周年を迎え、翌23日には「10周年記念式典」を開催した。そ

の際に公表した「2007年度から2012年度の展望」（以下、中長期展望）を基にして、今後の具体的な事業

への取り組みを検討し、当該年度ごとに重点項目を設定し、ネットワークを構成する組織との連携、協力、協働

を図りながら実施していきたい。

　なお、2006年10月から開始した10周年記念事業についても、引き続き実施する予定である。
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センターの運営に関する事項

日 時：2007年5月25日（金） 18：30－20：30  

会 場：東京都内（全日通霞ヶ関ビル）

・2006年度事業報告（案）・決算報告（案）の承認

・2007年度事業計画（案）・予算（案）の決定

・評議員の選任

・その他

４回／第31、33回は評議員会と合同を予定

◎第31回  2007年5月11日（金） 15：00－17：00  
　会 場：東京都内（全日通霞ヶ関ビル）

・2006年度事業報告（案）・決算報告（案）の承認

・2007年度事業計画（案）・予算（案）の承認

・評議員の推薦について 

・その他 

◎第32回  2007年7月
　（四半期事業経過報告・下半期事業計画の確認）

◎第33回  2007年11月
　（半期事業経過報告・次年度事業の検討）

◎第34回  2008年3月
　（決算見込み、次年度事業暫定計画・暫定予算の

　審議）

２回／第31、33回の理事会と合同

◎第16回  2007年5月11日（金） 15：00－17：00  
　会 場：東京都内（全日通霞ヶ関ビル）

・2006年度事業報告（案）・決算報告（案）の評議

・2007年度事業計画（案）・予算（案）の評議

・その他 

◎第17回  2007年11月
　（半期経過報告・次年度事業の検討）

代表理事、副代表理事、常務理事による三役会議

を設け、臨機に開催して重要な組織運営の方向性

等を検討し、必要な決裁を行う。

「10周年事業（後半）」の内容について、進捗状況

の確認ならびに、引き続きの企画、検討を行う。内

容等については、理事会等にて確認する。

・2006年度事業報告・決算報告書および2007年

度事業計画・予算を作成し、会員等に送付（７月）

・年次報告等の所轄庁提出資料をＨＰにて公開

する。

1. 第9回 通常総会の開催

2. 理事会の開催

3. 評議員会の開催

4. 三役会の開催

5. 10周年記念事業
　 検討委員会の開催

6. 年次報告書の発行と公開



【重点項目】

　当センターではこの10年、情報発信に関する事業には大きなウエートをかけてきた。設立当初から発行し、今

期で50号を迎える機関誌「ＮＰＯのひろば」、1998年に開設した当センターのホームページ（通称：青サイト）、

2000年開設のＮＰＯ法人検索データベース「ＮＰＯ広場」（通称：赤サイト）。そして2007年度より「ＮＰＯ活動カ

レンダー」（通称：黄サイト）の本格稼動を始める。

　これらの運営にはボランティアをはじめ、企業からの資金協力や技術協力を受けて維持管理しており、それぞ

れの持ち味を活かしたものとはなっているものの、統一性の確保、業務の効率化、連動した情報発信などにお

いて課題もではじめている。そこで、さらに充実した情報発信を進めるために、本事業を重点事業として定め、

更なる工夫と改善を行う。

＊本年度の目標：当センターの各WEBサイトの「総合サイト」の確立（詳細P．45）

　啓発・啓蒙の時期から一歩前進し、ＮＰＯの定着を目標にした調査・研究事業の充実を図りたい。今までセン

ターとしては充分に取り組めなかった事業ではあるが、中長期の展望にもあるように、持続可能な活動のための

基盤の強化を進めるためには、正確な情報をつかみ、発信することが重要であるとしており、そのためには、新

たな領域へのチャレンジが必要であると考え、本事業を重点事業として定める。

　しかし、現状の体制では充分な実施体勢は整わないことは明白であり、今期は先ず体制の整備から始めなく

てはならないが、各地の支援センターや各分野のＮＰＯ、大学や研究機関などの他団体との連携も視野に入れ

て体制の整備を進めたい。

＊本年度の目標：ＮＰＯに関する調査研究の実践と実施体制の整備（詳細P．46）

　自信を持って事業を進めていくためには、多くの賛同者を得ることが必要であり、組織のモチベーションを上

げることにも、組織の財源の安定化にもつながる。10周年を迎えた本年度は改めて初心に返り、会員の拡大を

重点項目の一つとして定める。

　ＮＰＯ法人はもちろん市民活動が活発になる中で、各団体が財源確保のために会員獲得を図っており、ます

ます競争が厳しくなる中、あえて会員の拡大を行うことの理由としては、新たな広報先の確保とセンターのサー

ビス利用者の拡大としたい。

　したがって、当面は「ＮＰＯ準会員」を主な拡大対象として主力を注ぎつつ、個人、企業については、事業を

通じた新たな広がりを丁寧にフォローすることにより入会促進に努めたい。

＊本年度の目標：予算計画に沿った会費収入の達成（詳細P．49）
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センターの事業に関する事項

1. 情報事業

2. 調査研究事業

3. 会員の拡大



【個別項目】

①情報基盤整備事業

・ＮＰＯ関連の文献・文書の収集・整理・閲覧体制
の充実

・ＮＰＯ、企業、自治体などの個別資料の収集・整理・
閲覧体制の充実

②紙媒体による一般情報発信

・機関誌「ＮＰＯのひろば」の充実と発行（季刊発
行／各２０００部）

・WEBサイトとの連携を図り、オピニオン誌としてク
オリティーを確保した発信

③Webサイト（ホームページ）による
　情報発信

重点事業として、より充実を図ると共に、総合サイト
化に向けての検討と構築を行う。

ａ．基本サイトによる発信
→センターの活動紹介や最近の動向、文献紹
介など、主としてフロー情報を発信

→10周年記念事業に連動し、新規コンテンツの
開発を行う

ｂ．英文サイトによる発信（運営について再検討）
→日本におけるＮＰＯの現状や動向を英文情報
として発信

ｃ．特設サイト「ＮＰＯ広場」による発信
　（NTTコミュニケーションズ（株）協賛）

→全国ＮＰＯ法人のデータベースを中心に、主と
してストック情報を発信

→企業の社会貢献活動の紹介ページを拡充
         

ｄ．ブログサイト「ＮＰＯ活動カレンダー」
　による発信（（株）NTTデータ協力）
→個々のＮＰＯの更なる情報開示を進めるため
のコンテンツ新設

＜WEBサイトの「総合サイト」化＞
左記のａ～ｄのWEBサイトを統合化させて、よ

り使いやすく、利便性が高いＮＰＯ総合サイトと

して確立、・運営にむけて準備をすすめる（2008

年4月完成予定）。各地のＮＰＯ支援センターと

の連携なども進め、ＮＰＯの更なる信頼性を増

すための情報公開ツールとして定着させる。

④情報に関する地域支援事業

・「マイクロソフトＵＰプログラム」
　　継続したＮＰＯのIT支援プログラム（上半期）

・「マイクロソフトＮＰＯ ＤＡＹ」
　　ＮＰＯのIT支援プログラム

⑤出版関連事業

・『知っておきたいＮＰＯのこと』シリーズ（ブックレッ
ト）の出版

・『日本のＮＰＯ2001』に続く書籍の発行の検討

⑥情報専門部会の設置

情報発信事業の方向性を総合的に検討・調

整するために、外部の人にも協力を依頼し、専

門部会を設けてより効率・効果的な事業につ

いて検討する。
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1. 情報事業



①ＮＰＯの相談への対応

・個別団体からの相談を定期化する方向へ（当面、

会員を主対象に実施）

②企業のＮＰＯ関連プログラムに対する
　相談・協力の強化

・企業、企業財団等の相談に応じ、講師派遣や企

画協力を通じて新たな事業展開を摸索

③行政のＮＰＯ関連プログラムに対する
　相談・協力の強化

・政府や地方自治体、関連組織等の相談に応じ、

ＮＰＯとの連携に関する事業に協力

＜他の事業との連携の強化＞
単に相談に対応するだけでなく、相談内容に

より他の事業との連携や新規のプログラム化を

積極的に検討する。 

＜対応の体制整備＞
本年度より事務局スタッフの力量形成のためと

特定スタッフへの情報の偏りを回避するために、

月毎に対応スタッフを変更する。（継続相談の

場合は、初回担当者が引き続き対応）

＜記録の作成と管理＞
全スタッフが相談対応する仕組みをフォローす

るために、各相談対応の記録を残し、一元管

理することにより情報の共有を図る。

①組織として行う自主調査研究

（ＮＰＯ法人の実態と課題に関する調査研究 など）

・全国ＮＰＯ法人の実態調査（調査後にＷｅｂサイ

ト（特設）「ＮＰＯ広場」に掲載）

・全国都道府県のＮＰＯ関連施策の調査（調査後

にＷｅｂサイト（基本）に掲載）

②有志が自発的に行う自主調査研究

（民法改正による非営利一般法関連の調査研究 など）

・企業、企業財団等の相談に応じ、講師派遣や企

画協力を通じて新たな事業展開を摸索

③受託調査研究

（ＮＰＯと企業の連携を摸索、提案に向けた調査研究 
など）

④他団体の調査研究への協力

（センターの主旨に沿うものに、委員等として参加協力）

＜位置づけと体制＞
センターの重点事業として、より充実を図る。現

実対応的な調査研究だけでなく、未来への投

資となる自由な調査研究を重視する。また、事

業実施にあたっての体制の整備について、調

査研究チーム（部会）などを設けて対応するこ

とについても検討する。
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2. 相談事業 3. 調査・研究事業



①フォーラム系（多くの参加者を募り、多様な意

見交換と効果的な議論の機会）

ａ．ＮＰＯと企業の対話フォーラム
【開催：上半期予定、東京都内】

・10周年記念事業の一環として、ISO26000、
CSR、社会貢献をキーワードにＮＰＯと企業の
新たなつながりについて検討する機会として
開催する。

ｂ．ＮＰＯと行政の対話フォーラム
【開催：2月予定、神奈川県内】

・2006年度のフォーラムの結果を分析し、内容
面や実施方法面について検討。必要に応じ
て、実施方法などを変更して開催する。

ｃ．ＮＰＯメッセ（仮称） ＜10周年記念事業＞
【開催：12月上旬予定、大阪市内】

・10周年記念事業の一環として、アジア地域

についても視点に入れつつ、これからの社

会においてＮＰＯがどのような役割を果たす

べきか、また、その環境を支援センターとして

いかに整えるかなど、大きな視点をもってＮ

ＰＯを取り巻く状況について意見交換をす

る機会を設ける。

・近畿労金ならびに関西エリアのＮＰＯ支援組

織との連携により大阪で開催を検討。

②学習会系（少人数で、事例研究を題材にして意

見や情報交換をする機会）

ａ．ＮＰＯと企業、対話の夕べ
【開催：年4回予定、東京都内】

・2006年度に10周年プレ事業として実施した
連続講座を継続して開催。実施回数と運営
方法の見直しを行い、実行委員会を中心と
した企画に変更。

・年4回（７月、９月、１１月、１月）の開催予定。

・本年度は「企業の社員参加の促進」に向け

てＮＰＯと企業が連携できる環境の作り方、

考え方などについて情報交換し、学ぶ機会

とする。

ｂ．初任者向けセミナー （新規）
・2005年度の当初に実施した「自治体職員（Ｎ
ＰＯ関連部署）対象の講座」を実施。

自治体においてＮＰＯ関連部署が設置されて

10年程度が経過したが、人の異動によりＮＰＯ

の基本的な理解がなされないままに業務を進

める職員が急増している。そこで、ＮＰＯの基

礎をはじめ、ＮＰＯ法の意味、ＮＰＯ支援のあり

方等について、学ぶ機会を作るためにセミナー

を開催する。このセミナーを通じて、各地の自

治体職員との関係作りを行い、地域のＮＰＯ活

動の活性化に寄与する。

③ＮＰＯ支援系（ＮＰＯ支援組織の関係者を対象

とした力量形成と能力研鑽の機会）

ａ．ＮＰＯ支援センタースタッフ研修会 
・初任者研修（6月1～2日）：
　初任者職員（在籍2年未満）の研修の開催
　「ＮＰＯ支援センターの役割について」をテー
マに参加者同士で議論する機会を作る。

・中堅者研修（8月、10月、2月）：
　中堅職員を対象にした研修の開催

・ＣＥＯ会議（12月）：
　組織経営者による議論の機会として開催
　※「ＮＰＯメッセ（仮称）」の開催に合わせて
　　実施を検討。（候補日12月3日予定）
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4. 研修・交流事業



④他団体の調査研究への協力（他組織との

連携でＮＰＯに関する多様なプログラムを実施する機会）

※必要に応じて各地の民間支援センターに協力要請

ａ．「伝えるコツセミナー」の実施 ＜４年目＞
　（（株）電通との連携）
・ＮＰＯの広報力向上を目的に、各地で研修を
開催。（８ヶ所）

・開催時期：６月～２００８年３月

※本事業の主催は「ＮＰＯ広報力向上委員会」
であり、田尻がメンバーとして参加。講座の実
施については当センターが事務局業務を行い、
地域開催にあたっては各地のＮＰＯ支援セン
ターに協力をいただいている。

b．「花王・みんなの森の応援団プロジェクト」
　 の実施 ＜2年目＞ （花王（株）との連携）
・学生による環境ＮＰＯでの体験取材プロジェ
クトの実施。（８ヶ所）

・森づくり活動に取り組むＮＰＯの広報支援。

・開催時期：４月～１２月（学生公募は５月）

c．「子どものための児童館とＮＰＯの協働
　 事業」の実施 ＜新規：1年目＞
　（住友生命社会福祉事業団との連携）
・地域の児童館やＮＰＯと連携して児童向け
のＮＰＯ体験講座を実施。

・開催地域：福岡県（北九州市）、石川県（金
沢市）、宮城県（仙台市）

・開催時期：４月～２００８年３月

・共催：児童健全育成推進財団

・協力：ふくおかＮＰＯセンター、いしかわ市
民活動ネットワーキングセンター、せんだい・
みやぎＮＰＯセンター、奈良ＮＰＯセンターおよ
び開催地の児童館と各分野のＮＰＯ

d．「地方自治体と市民社会組織の協働関係
　 のあり方研修事業」の実施 ＜3年目＞
　（ＪＩＣＡ東京との連携）
・昨年度に引き続き、５カ国から研修生を募っ
て日本のＮＰＯに関する研修を実施。

・開催地域：東京都内、その他の都道府県

・開催時期：１０月下旬～１１月中旬

①市民社会創造ファンドの事業展開への
　協力

・事務室等のサポート

②新規事業立ち上げの検討
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5. 創出展開事業  



①各地・各分野のＮＰＯ支援センターと
　の関係を強化

・文書資料の交換や相互訪問交流、共催事
業の実施、メーリングリストによる情報共有

②会員との交流

・ニュースレターなどの受発信による相互理解
の深化

・Ｅメール（メーリングリスト）の活用による会員
相互間の情報交流

・各種会員を対象としたトピックス懇談会（随
時）の実施

③国内一般のＮＰＯ、企業、自治体との
　関係を深化

・文書資料の交換や相互訪問交流、開催事
業への後援や協力など

・特に地方都市のＮＰＯ人脈の開拓と拠点的
ＮＰＯとの連携・協力

・ISO26000の動きに対して、情報収集を行
うと共に、ＮＰＯとしてのかかわりの模索と
検討の議論の機会などを持つ。（すでにＭ
Ｌによる意見交換は実施）

④海外のＮＰＯとの関係

・欧米及びアジア諸国のＮＰＯとの交流と関係
づくり

・アジア諸国との交流や連携についても摸索
する

①ＮＰＯ法人制度の改革への対応

・2007年度はＮＰＯ関連法・税制等の改正機
運の高まりが予想されており、よりよい制度づ
くりに向けて取り組む

・「ＮＰＯ／ＮＧＯに関する税・法人制度改革
連絡会」の世話団体として参加

②公益法人制度の改革への対応

・「公益法人制度改革問題連絡会」（事務局：
公益法人協会）の構成団体として参加

・公益法人制度の改革に伴うＮＰＯのあり方
の検討、提案

①会員拡大に向けたキャンペーンの実施

・重点事業として積極的に会員拡大への取り
組みを行う。

＜基礎固めのための会員（ファン）拡大＞
・11年度目を迎えるにあたり、改めてセンター
のファンを増やし、事業への参加や協力を
いただくために努力する。そのために、本
年度は、会員担当のスタッフを配置し、特に
準会員拡大に向けて積極的な取り組みを
行う。

②自治体職員の受入研修の実施

・2007年度は、香川県より1名を１年間受け入
れる。
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6. ネットワーキング事業 7. 制度関連事業  

8. その他  
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理事・監事

理事・監事／評議員

代 表 理 事　播磨 靖夫　（財団法人たんぽぽの家 理事長）

副代表理事　早瀬 昇　　（社会福祉法人大阪ボランティア協会 理事・事務局長）

副代表理事　山岡 義典　（法政大学 現代福祉学部 教授）

常 務 理 事　萩原 なつ子（立教大学 社会学部 准教授）

理　　　事　雨宮 孝子　（明治学院大学法科大学院 法務職研究科 教授） 

理　　　事　安藤 周治　（特定非営利活動法人ひろしまNPOセンター 代表理事）

理　　　事　市村 作知雄（特定非営利活動法人アートネットワーク・ジャパン 理事長）

理　　　事　井上 小太郎（住友生命保険相互会社 調査広報部 次長／フィランソロピー・リンクアップ・フォーラム 幹事）

理　　　事　今田 克司　（CSOネットワーク 共同事業責任者）

理　　　事　宇津井 輝史（東京商工会議所 理事・広報部長）

理　　　事　内田 洋子　（特定非営利活動法人高知市民会議 専務理事）

理　　　事　加藤 哲夫　（特定非営利活動法人せんだい・みやぎNPOセンター 代表理事）

理　　　事　嶋田 実名子（日本経済団体連合会 社会貢献担当者懇談会 座長／
　　　　　　　　　　　　　 花王株式会社 コーポレートコミュニケーション部門 社会貢献部長）

理　　　事　実吉 威　　（特定非営利活動法人市民活動センター神戸 理事）

理　　　事　田尻 佳史　（特定非営利活動法人日本NPOセンター 事務局長）

理　　　事　萩原 喜之　（特定非営利活動法人市民フォーラム21・NPOセンター 常務理事／
　　　　　　　　　　　　　 特定非営利活動法人中部リサイクル運動市民の会 代表理事）

理　　　事　長谷川 公彦（味の素株式会社 コーポレート・コミュニケーション部 コンシューマー・コミュニケーション・
　　　　　　　　　　　　　 センター長）

理　　　事　和田 敏明　（ルーテル学院大学大学院 人間福祉学科教授 人間総合学部社会福祉学科教授／
　　　　　　　　　　　　　 社会福祉法人全国社会福祉協議会 参与）

監　　　事　濱口 博史　（弁護士／濱口博史法律事務所 所長） 

監　　　事　藤間 秋男　（公認会計士／藤間公認会計士税理士事務所 所長）

【2006年7月1日～2008年6月30日】

※所属については、2007年4月1日現在のものです。〈敬称略〉
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評議員

雨森 孝悦　（日本福祉大学 経済学部経営開発学科 准教授）

池田 弘一　（社団法人日本経済団体連合会 １％クラブ 会長／アサヒビール株式会社 代表取締役会長兼CEO）

石川 治江　（特定非営利活動法人ケア・センターやわらぎ 代表理事）

大熊 由紀子（国際医療福祉大学大学院 教授）

大島 誠　　（特定非営利活動法人くびき野ＮＰＯサポートセンター 理事長）

太田 達男　（財団法人公益法人協会 理事長）

大橋 正明　（特定非営利活動法人シャプラニール＝市民による海外協力の会 代表理事／恵泉女学園大学 教授）

片山 正夫　（財団法人セゾン文化財団 常務理事）

加藤 種男　（横浜市芸術文化振興財団 専務理事・事務局長／財団法人アサヒビール芸術文化財団 事務局長）

加藤 恒夫　（社団法人企業メセナ協議会 専務理事）

池田 佳隆　（社団法人日本青年会議所 会頭）

田口 晃　　（北海学園大学 法学部 教授）

筒井 のり子（特定非営利活動法人日本ボランティアコーディネーター協会 代表理事／龍谷大学 社会学部 教授）

仲川 順子　（特定非営利活動法人奈良ＮＰＯセンター 理事長）

林 泰義　　（玉川まちづくりハウス 運営委員／株式会社計画技術研究所 所長）

林 雄二郎　（社団法人日本フィランソロピー協会 顧問）

藤井 絢子　（滋賀県環境生活協同組合 理事長）

藤田 和芳　（大地を守る会 会長）

山口 祐子　（特定非営利活動法人浜松ＮＰＯネットワークセンター 顧問）

【2005年7月1日～2007年6月30日】

※所属については、2007年4月1日現在のものです。〈敬称略〉
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評議員

安藤 雄太　（東京ボランティア・市民活動センター 副所長）

池田 弘一　（社団法人日本経済団体連合会 １％クラブ 会長／アサヒビール株式会社 代表取締役会長兼ＣＥＯ）

上野 真城子（関西学院大学 総合政策学部 教授）

卯月 盛夫　（早稲田大学芸術学校 都市デザイン科 教授）

大島 誠　　（特定非営利活動法人くびき野ＮＰＯサポートセンター 理事長）

太田 達男　（財団法人公益法人協会 理事長）

大橋 正明　（特定非営利活動法人国際協力ＮＧＯセンター 副理事長／恵泉女学園大学 教授）

加藤 種男　（横浜市芸術文化振興財団 専務理事・事務局長／財団法人アサヒビール芸術文化財団 事務局長）

加藤 恒夫　（社団法人企業メセナ協議会 専務理事）

島 久美子　（特定非営利活動法人わかやまＮＰＯセンター 副理事長）

田中 皓　　（財団法人助成財団センター 専務理事・事務局長）

筒井 のり子（特定非営利活動法人日本ボランティアコーディネーター協会 代表理事／龍谷大学 社会学部 教授）

仲川 順子　（特定非営利活動法人奈良ＮＰＯセンター 理事長／地球市民フォーラムなら 事務局長）

並河 恵美子（特定非営利活動法人ＮＰＯ芸術資源開発機構 代表理事／アートＮＰＯリンク 理事）

藤井 絢子　（滋賀県環境生活協同組合 理事長）

藤井 敦史　（立教大学コミュニティ福祉学部 准教授）

藤田 和芳　（大地を守る会 会長）

星野 智子　（有限責任中間法人環境パートナーシップ会議 事務局長）

宮城 治男　（特定非営利活動法人ＥＴＩＣ． 代表理事）

米良 重徳　（特定非営利活動法人岡山ＮＰＯセンター 代表理事／吉備国際大学 福祉学部 教授）

【2007年7月1日～2009年6月30日】

※所属については、2007年7月1日現在のものです。〈敬称略〉


